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アメリカの予算教書

2011年2月14日に、オバマ大統領は2012年度予算の予算教書を発表。財政赤字の削減の中で、
教育やイノベーション等に力をいれることを提案。また韓国の教育制度、教師像について言及

2012年度予算教書 国別の大学卒業率

教育、人的資本投資はますます重要に

出所：The White Houseウェブサイト
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韓国で起こっていること

液晶ディスプレイとデジタル化されたコンテンツを有効活用し、授業はテンポよく進んでいく

ソウル郊外の学校 液晶モニターを使った授業 教員の手元にPCがある

教員の授業準備負担が軽減されたという声が強い
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日本の学校ICT化の状況（1/4）

教員の校務用コンピュータの整備が過去1～2年で一挙に普及
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出所：文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（速報値）」2010年6月
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ハードウェアの整備はかなり進んできたといえるのではないか
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日本の学校ICT化の状況（2/4）

インターネットの普及率は100％に近くなったが、校内LANは8割程度にとどまる

普通教室の校内LAN整備率

出所：文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（速報値）」2010年6月
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高速及び超高速インターネット接続率

今後の焦点は超高速インターネット接続率をあげることに移りつつある
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日本の学校ICT化の状況（3/4）
インターネット接続率をx軸として、他の指数との相関をみると、相関係数が非常に低いことがわかる

インターネット接続率とコンピュータ1台あたり
児童生徒数との相関(都道府県別）

出所：文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」2010年6月
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日本の学校ICT化の状況（4/4）

LAN整備率と超高速インターネット接続率をy軸にとっても、相関係数は低い

インターネット接続率とLAN整備率との相関
（都道府県別）

出所：文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」2010年6月

インターネット接続率と超高速インターネット接続率
との相関（都道府県別）
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PISAの結果の推移

OECDが実施するPISA (Program for International Student Assessment)における日本のラン
キングはようやく底を打ったようにみえる

出所：OECD
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ATC21S （Assessment & Teaching of 21st Century Skills)
IT企業と大学が組んで、教育ICTの21世紀の標準をつくろうという動きが出てきており、PISAにも盛り
込まれる見通し

出所：ATC21S

教育ICTも 「ガラパゴス化現象」 に陥る懸念はないか？
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新事業創出における論点

ICT利活用とはいっても、民間中心の分野と公共中心の分野では論点が異なる

分野 新事業創出の論点

民間中心の分野
• 資本市場（エンジェル、VC等）
• 雇用市場
⇒ 次頁参照

公共中心の分野
（教育、医療、電子政府等）

• 財政改革が求められる中、いかに必要な資金を捻
出するか
⇒ 次々頁以降参照
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産業や企業の新陳代謝

過去40年で就職人気ランキングを見る限り、企業の新陳代謝はあまり起こっていなし、大学生の大企
業志向も変化していないようにみえる

就職人気ランキングの推移

1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

1 東洋レーヨン 日本航空 日本航空
東京海上火災

保険
サントリー 日本電信電話 日本電信電話 ソニー トヨタ自動車

2 大正海上火災

保険

日本アイ・

ビー・エム
伊藤忠商事 三井物産

東京海上火災

保険
ソニー

東京海上火災

保険
日本電信電話 電通

3 丸紅飯田 丸紅飯田 三井物産 三菱商事 三菱商事 三井物産 三菱銀行 日本放送協会
ジェイティー

ビー

4 伊藤忠商事
東京海上火災

保険
朝日新聞社 日本航空 住友銀行 三菱銀行 三井物産

NTT移動通信

網
サントリー

5 東京海上火災

保険
伊藤忠商事 三菱商事 日本放送協会 日本電気

東京海上火災

保険
伊藤忠商事 サントリー 日本航空

6 三菱商事 三井物産 丸紅 サントリー 富士銀行 三和銀行 東海旅客鉄道 JTB 全日本空輸

7 旭化成工業 三菱商事
東京海上火災

保険
三和銀行 三井物産 東海旅客鉄道 三和銀行 電通 東海旅客鉄道

8 松下電器産業 松下電器産業 日本放送協会
安田火災海上

保険

日本アイ・

ビー・エム
住友銀行 三菱商事 博報堂 日産自動車

9 住友商事 住友商事 日本交通公社 日本生命保険 松下電器産業 日本航空 第一勧業銀行 本田技研工業 博報堂

10 三和銀行 電通 電通 住友商事 日本生命保険 全日本空輸 富士銀行 資生堂 本田技研工業

産業の新陳代謝を促すとともに、
新興企業に人材が流れるよう、雇用制度をダイナミックにしていく必要があるのでは

注：1995年卒分までは「大学生男子の人気企業調査」、2000年卒分は「大学生の企業イメージ調査」、2005年卒分は「採用ブランド調査」より。1965年卒～1995年卒分は男子学生
のみ・文系のランキング、2000年卒、2005年卒については「男女計」の全体のランキング。表記している社名は、ランキング発表時のもの。また網掛けはICT系企業

出所：リクルートワークス研究所
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ブロードバンド教育バウチャー構想(1）

政府 ¥

子ども手当て

ブロードバンド教育バウチャーを活用したブロードバンド利活用促進策

E-learning
費用

デジタル
教科書

在宅勤務
システム

託児所 ヘルスケア ・・・

B

月額2.6万円
（2010年度は1.3万円）

バウチャーの使途（教育・子育て関連の商品・サービス等）

バウチャー

￥

子ども手当てを用途限定の金券としてはどうか？

現金

2010年4月27日のICT政策タスクフォースで提案した構想

使途限定せず

（したがって、子育てや教育以外の用
途に利用される可能性もある）

消費者

現在の制度

今後の制度案

(1) バウチャーとは用途が限定された金券のこと。一種のプリペイドカード、あるいは電子マネーである
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電波利用料を活用した教育ICT振興策

地デジ対策等は不要になるため、電波利用料をICT利活用に振り向けるか、一般財源にすることも検
討してはどうか？

電波利用料の使途（平成22年度） ポルトガルにおける教育用PC

地上デジ

タル放送

総合対策, 
39.4%

アナ変, 
0.7%

研究開発

等, 17.4%

携帯電話

エリア, 
10.6%電波遮へ

い対策, 
3.3%

総合無線

局監理シ

ステム, 
9.6%

電波監視, 
8.9%

その他, 
10.1%

合計 621.9 億円 電波オークションの財源をもとに教育用PCを整備

総務省関連の予算についても歳出構造を見直していってはどうか？

出所：電波利用料は総務省資料、ポルトガルの事例についてはポルトガル政府資料
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今後の進め方に関する提案

 過去の産業振興策のレビューと政策のスクラップ＆ビルド

• 政策
– 規制緩和･規制改革 （携帯電話端末の売り切り、ADSLアンバンドリング等）
– 実証実験プロジェクト
– 特区制度
– 標準化推進政策 （地デジ等）
– ベンチャー支援制度
等

• 評価
– 経済効果の規模 （おおよその感覚）
– もし効果が小さかった、あるいはなかったとしたら、それはなぜか？

 省庁間の役割

• 総務省でできること

• 総務省と他省庁が連携してできること

• 他省庁でしかできないこと


